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報告 2：戦後における南京国民政府の戸籍管理――都市を中心に 

 

戦中から戦後にかけての中華民国の憲政実施という動きのなかで、地方自治の完成は、

孫文の構想に基づいて、憲政移行の第一要件として求められた。なかでも、地方自治を推

進するにあたり、戸籍の整理と調査が最も重要な業務だった。なぜなら、戸籍を管理でき

なければ、地方自治は実現できないからである。 

本来、戸籍管理の担い手は、理論面からしても制度面からしても、自治機関でなければ

ならなかったが、その実態は、孫文の構想から逸脱して、多くの地域において警察機関が

担ってきた。こうして、日中戦争前の、いわゆる戦前の中華民国では、全国の戸籍行政が

二元化してしまった。そうなった一因は、孫文が、省や県レベルの自治については詳しく

論じたものの、市レベルの自治についてはほとんど言及しなかったからである。その結果、

警察システムが整備された大都市（とくに行政院直轄市）では、中央政府（南京国民政府）

の許可のもとで、戸籍業務を含む市政全般が警察機関によってしばしば担われてきた。そ

のため、市政において、警察の権限と自治業務とが明確に区分されない状況が発生し、そ

の行政上の課題を人民の自由と権利を求める戦後の憲政潮流のなかでどのように解決す

べきかが焦眉の課題となった。 

 南京国民政府は、戦前から、自治と都市管理に関わる政府の諸機能を一貫して調整しよ

うとし、事実、戦中から戦後にかけて、内政部の戸政司（のちの人口局）を警政司から独

立させすることで、すべての各省市の「戸政」組織（戸籍を管理する組織）を改編し、全

国の戸籍行政を一元化しようとした。ところが、戸籍管理の権限をめぐって、中央レベル

においては戸政司と警政司が、地方レベルにおいては自治機関と警察機関がそれぞれの

行政理念を掲げて対立し、両者とも自らの正当性を憲政の理念と結びつけてアピールし

ようとした。 

 本報告は、中国第二歴史档案館、国史館、北京市档案館の「档案」（行政文書）および

国家図書館、南京図書館などに所蔵されている図書、雑誌および各種資料を用いながら、

戦後の戸籍管理政策の変容過程を紐解き、当該期の戸籍管理の実態から都市管理と地方

自治の関係を明らかにしていたい。 


